
国立大学法人福岡教育大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ②令和２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和２年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当該法人の主要事業は教育・研究業務である。役員報酬水準を検討するにあたって、他

の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほ

か、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人３８１人）や

教育・研究事業で比較的同等と認められる、以下の法人を参考とした。
(1) 国立大学法人京都教育大学・・・当該法人は、同じ教員養成系国立大学法人と

して、教育・研究事業を実施している（常勤職員数約３６０人）。公表資料によれば、
令和元年度の法人の長の年間報酬額は17,332千円、月額965,000円である。
同様の考え方に より、理事については761,000円、監事（非常勤）については
100,000円である。

(2) 事務次官年間報酬額・・・23,374千円

当法人においては、国立大学法人福岡教育大学役員報酬規程（以下、「役員報酬規程」と
いう。）により、期末特別報酬において、学長は、各役員の在職期間における職務実績等に
応じ、期末特別報酬の額を、１００分の１０の範囲内で、これを増額し、又は減額することがで
きる。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別報酬から構成されている。月額
については、役員報酬規程に則り、本給（学長：965,000円、理事：706,000
円）に諸手当（調整手当、広域異動手当、通勤手当）を加算して算出してい
る。期末特別報酬においても、役員報酬規程に則り、期末特別報酬基礎額
（本給＋調整手当の月額＋広域異動手当の月額に１００分の２０を乗じて得
た額並びに本給に１００分の２５を乗じて得た額を加算した額）に６月に支給
する場合においては１００分の１７０、１２月に支給する場合においては１００
分の１６５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在
職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和２年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別報酬支
給率の引き下げ（年間０．０５ヶ月分）を実施した。

法人の長と同様

該当なし

該当なし

役員報酬支給基準は、月額のみから構成されている。月額については、
役員報酬規程に則り、非常勤役員報酬は200千円としている。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,576 11,580 4,765 231
（調整手当）

R2.4.1

千円 千円 千円 千円

12,177 8,472 3,486
50

169
（通勤手当）
（調整手当）

R3.3.31

千円 千円 千円 千円

12,351 8,472 3,486
224
169

（通勤手当）
（調整手当）

R2.4.1

千円 千円 千円 千円

13,056 8,472 3,713
２４

１６９
６７７

（通勤手当）
（調整手当）

（広域異動手当）

R2.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,400 2,400
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,000 1,000
（　　　　）

R2.8.31

千円 千円 千円 千円

1,400 1,400
（　　　　）

R2.9.1

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注2：「調整手当」とは、民間の賃金水準が本法人より高い地域に在勤している場合等に支給している
　　　ものである。
注3：本表の「前職」欄の「◇」は、役員出向者であることを示す。

法人の長

A理事

B理事

前職

B監事
（非常勤）

C理事

就任・退任の状況
役名

監事

C監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

その他（内容）
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

福岡教育大学は、本学の理念である「教育に関する教育・研究を総合的に行
う九州地区の拠点大学として、学生に豊かな教養と深い専門的知識技能を獲
得させることによって、知的発達と人間的成長を促し、もって有為な教育者を養
成するとともに、地域およびわが国の文化の発展に寄与することを目指す。また、
東アジア諸国をはじめ、世界の教育機関との教育・学術交流を通して国際化を
図る」に基づき、学術の中心として深く専門の学芸を研究教授するとともに、広く
知識技能を開発し、豊かな教養を与え、もって有為な教育者を養成し、文化の
進展に寄与することを目的としており、中期目標・中期計画を基盤とした取り組
み等を学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、国立大学法人福岡教育大学の学長は、職員数３８１名の法人の
代表として、その業務を総理するとともに、校務をつかさどり、所属職員を統督し
て、経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬29,002
千円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,374千
円と比べてもそれ以下となっている。

福岡教育大学では、学長の報酬月額を指定職5号俸相当として定めているが、
指定職5号俸が適用される官職である研究所・試験所の長は当法人と職務内
容・職責が近い。

また、他の教員養成系単科大学の長の報酬水準と同水準となっている。
こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当

であると考えられる。

理事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬29,002
千円と比較した場合，水準以下である。

また、他の教員養成系単科大学の長の報酬水準と同水準となっている。
こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当

であると考えられる。

該当者なし

該当者なし

監事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬29,002
千円と比較した場合，水準以下である。

また、他の教員養成系単科大学の長の報酬水準と同水準となっている。
こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当

であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法
人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考
える。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,545 4 0 R3.3.31 1

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事
（非常勤）

理事
（非常勤）

監事

法人の長

理事A

法人での在職期間
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５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

判断理由
該当者なし

当該理事は、国際交流・社会連携担当として、九州・沖縄の教員養成機能のある大学と教育委員会とが連携して、小学校、中学校、高等学校

などの教員研修について情報提供や共有を行い、教員研修の効果的・効率的な実施に向けて研修プログラムなどを開発する「九州教員研修

支援ネットワーク」を立ち上げ、本学の運営および社会連携の推進に貢献した。

これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員会が行う法人業績評価の結果を総合的に勘案した上で、経営協議会および役員会

の議を経て、当該理事の業績勘案率を、1.0と決定した。

法人の長

理事A

該当者なし

該当者なし

該当者なし

理事B
（非常勤）

監事B

監事B
（非常勤）

現行の「Ⅰ１②」の仕組みによる運用を継続する。

在職期間における法人及び個人の業績などを考慮すると、役員の退職手当の水準は妥当
であると考える。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和２年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

310 46.2 7,725 5,613 122 2,112
人 歳 千円 千円 千円 千円

88 43.5 5,944 4,355 138 1,589
人 歳 千円 千円 千円 千円

133 52.1 9,136 6,480 114 2,656
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

89 40.2 7,378 5,561 119 1,817
人 歳 千円 千円 千円 千円

人員

技能・労務職種

教育職種
（大学教員）

事務・技術

令和２年度の年間給与額（平均）

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

総額 うち所定内平均年齢

常勤職員

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

教育職種（附属義務
教育学校教員）

その他医療職種
（看護師）

うち賞与

当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のほか、令
和２年職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（当該法人３８１人）・職種別平均
支給額を参考にした。

(1) 国立大学法人京都教育大学・・・当該法人は、教員養成を主たる目的として教育・研究事
業を実施している点において類似する国立大学法人であり、法人規模についても同等（常
勤職員数約３６０人）となっている。

(2) 国家公務員・・・令和２年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与
月額は408,868円となっており、全職員の平均給与月額は416,203円となっている。

(3) 職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の４月の平
均支給額は201,402円となっている。

職員の勤務成績等に応じて、現に受けている俸給についての昇給、昇格及び６月、１２月
に支給する賞与における支給割合の増減を行っている。

国立大学法人福岡教育大学職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（俸給の調整額、管理職手
当、初任給調整手当、扶養手当、調整手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当 、
職務付加手当、義務教育等教員特別手当、教職調整額、教員特殊業務手当、教育実習等指導手
当、教育業務連絡指導手当、超過勤務手当、更新講習講師手当、期末手当、勤勉手当、入試問題
作成手当） としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋俸給の調整額＋教職調整額＋扶養手当＋調整
手当＋広域異動手当＋役職加算額＋管理職加算額）に６月に支給する場合においては１００分の１
３０、１２月に支給する場合においては１００分の１２７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間
におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給＋俸給の調整額＋教職調整額＋調整手当＋広域

異動手当＋役職加算額＋管理職加算額）に国立大学法人福岡教育大学期末手当，勤勉手当，期

末特別手当に関する細則に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。
なお、令和２年度では、「期末手当の支給月数の0.05ヶ月分の引下げ（令和2年6月期に相当する

0.025ヶ月分を除く）」を実施した。
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人 歳 千円 千円 千円 千円

11 64.3 6,536 5,504 152 1,032
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.8 3,972 3,311 108 661
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 64.5 7,498 6,327 169 1,171
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

注１：在外職員、任期付職員については、該当者がいないため表の記載を省略した。
注２：常勤職員の医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）については、該当者がいないため表の
　　　記載を省略した。
注３：常勤職員の「技能・労務職種」とは、調理師である。
注４：常勤職員の「技能・労務職種」については、該当者が１人のため、また、「その他医療職種（看護師）」
　　　 については、該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分

　　以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除外している。
注５：常勤職員の「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。
注６：再任用職員の「技能・労務職種」、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）については、
　　　該当者がいないため表の記載を省略した。
注７：再任用職員の「教育職種（附属義務教育学校教員）」については、該当者が１人のため、
　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、
　　　再任用職員全体の数値からも除外している。
注８：非常勤職員の「事務・技術」以外の職種については、該当者がいないため表の記載を省略した。
注９：非常勤職員の「事務・技術」については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が
　　　特定されるおそれのあることから、区分以外は記載していない。

事務・技術

教育職種
（大学教員）

再任用職員

非常勤職員

教育職種（附属義務
教育学校教員）

事務・技術
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：年齢２０歳～２３歳の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから、
　　　年間給与については表示していない。

注１：年齢２８歳～３１歳の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定される恐れが
　　　あることから、年間給与については表示していない。
注２：年齢３２歳～３５歳の該当者は３人であるため、当該個人に関する情報が特定される恐れが
　　　あることから、年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及
び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　　・局長 1

　　・次長 4 52.5 8,402

　　・課長 7 54.5 8,173

　　・副課長 19 52.1 6,586

　　・主査 25 41.8 5,732

　　・主任 13 38.3 4,826

　　・課員 19 33.8 4,062

注１：「副課長」には、副課長相当職である「室長」「専門員」を含む。

注２：「主査」には、係長相当職である「専門職員」を含む。

注２：局長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

 人員以外は表示していない。

注３：次長の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

 年間給与額の最高、最低については表示していない。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

　　・教授 94 55.0 9,642

　　・准教授 32 47.1 7,834

　　・講師 5 37.1 6,282

　　・助教 2

注：助教の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
 人員以外は表示していない。

代表的職位

8,571～7,243

7,380～6,202

人員

7,195～5,095

5,732～4,425

12,312～8,021

年間給与額

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（最高～最低）

8,503～6,305

6,747～5,574

平均年齢分布状況を示すグループ

千円

千円

代表的職位

5,134～3,469

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.3 56.2 56.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.7 43.8 43.7

％ ％ ％

         最高～最低 53.0～39.8 53.5～40.3 53.2～40.1

％ ％ ％

57.2 56.9 57

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.8 43.1 43

％ ％ ％

         最高～最低 51.9～38.7 51.4～40.1 49.8～39.9

（教育職員（大学教員））
夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

49.4 48.4 48.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 50.6 51.6 51.1

％ ％ ％

         最高～最低 55.8～43.0 56.4～41.9 56.1～43.2

％ ％ ％

58.1 57.4 57.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.9 42.6 42.2

％ ％ ％

         最高～最低 51.2～32.9 51.4～39.7 50.9～37.3

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

一律支給分（期末相当）

一般
職員

管理
職員

管理
職員

区分

区分

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準（年額）の比較指標　　　９４．４

　（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和２年度の

　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　62.4％】
　 （国からの財政支出額　３，４３６百万円、
　　支出予算の総額　５，５０３百万円： 令和２年度予算）
【累積欠損額　なし（令和元年度決算）】
【管理職の割合　１３．６％（常勤職員数８８名中１２名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　８３．０％（常勤職員数８８名中７３名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給額の割合　57.1％】
　 （支出総額　５，５０３百万円、
　　 給与・報酬等支給総額　３，１４４百万円：令和元年度決算）
【検証結果】
対国家公務員指数は年齢・地域・学歴のいずれを勘案したものも国家公務
員の水準未満であり、累積欠損額もないことから、給与水準は適正であると
判断する。

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水
準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続
き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　　　９８．７

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　８４．７

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　８６．２
・年齢・地域勘案　　　　　　　　９５．４

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　引き続き、国家公務員や他の国立大学法人等の給与水準を参考にしつ
つ、本法人の現在及び将来の財政状況を考慮した上で、適正な給与水準
を維持するよう努める。

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　９４．６
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

【事務・技術職員】

（扶養親族がいない場合）

○ ２２歳（大卒初任給）

月額 182,200円 年間給与 2,722,000円

○ ３５歳（主任）
月額 271,900円 年間給与 4,642,000円

○ ５０歳（副課長）
月額 366,900円 年間給与 6,315,000円

【教育職員（大学教員）】
○ ２２歳（助教、大卒初任給）

月額 216,400円 年間給与 3,266,000円
○ ３５歳（講師）

月額 348,600円 年間給与 6,018,000円

○ ５０歳（教授）
月額 474,900円 年間給与 8,291,000円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき
10,000円） を支給

現行の「Ⅱ １ ②」の仕組みによる運用を継続する。
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Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

　　費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「（１８）役員及び教職員の給与の明細」におけ

　　る非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

3,096,610

区　　分

給与、報酬等支給総額
3,172,501 3,126,681 3,156,451 3,144,004

4,113,226 4,248,9484,083,977

退職手当支給額
185,186 162,349 154,258 301,192

499,089 514,769 515,726 507,980

非常勤役職員等給与
289,866 295,858 287,745 288,025

福利厚生費

176,336

最広義人件費
4,150,233

269,930

502,680

注：「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費その他外部資金等により雇用される職員に係る

4,050,857

「給与、報酬等支給総額」は、令和２年度人事院勧告実施および計画的人事によ
る教員の不補充により人件費が減少したため、対前年比1.5％の減少となった。

「最広義人件費」は、定年退職等による退職手当支給者の減少により「退職手当
支給額」が減額したため、前年比4.6％の減少となった。

また、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議
定）に基づき、平成30年1月から役職員の退職手当の調整率を0.87から0.837に引
き下げる措置を講じた。

特になし
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